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株主各位
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　 証券コード　1982

　 平成22年６月10日

株 主 各 位　

　 東京都港区芝浦四丁目２番８号

　

　 代表取締役社長 木 村 信 也

第45回定時株主総会招集ご通知
拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。
さて、当社第45回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成22年６月28日（月曜日）
午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。
　

敬　具
記

１．日 時 平成22年６月29日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区芝浦三丁目４番１号
　 　 グランパーク　プラザ４Ｆホール
　 　 （末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
３．会議の目的事項
　 報 告 事 項 １．第45期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

　 　 ２．第45期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）計
算書類報告の件

　 決 議 事 項 　
　 第１号議案 剰余金の処分の件
　 第２号議案 取締役10名選任の件
　 第３号議案 監査役１名選任の件

以　上


当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。
なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が

生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.hibiya-eng.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（添付書類）　

　

事　業　報　告

(平成21年４月１日から)平成22年３月31日まで

　

１．企業集団の事業の現況

(1) 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国の経済は、世界的な金融市場の混乱による影

響から若干の持ち直しが見られましたものの、企業収益や雇用情勢は依然とし

て低迷しており、設備投資・個人消費ともに低調なまま、総じて厳しい状況で

推移いたしました。

建設業界におきましては、補正予算により、公共投資に若干の回復傾向が見

られましたものの、縮小傾向にあることに変わりはなく、景気の停滞により企

業の設備投資意欲も減退しており、厳しい経営環境で推移いたしました。

このような状況のもとで当社グループは、施工体制の効率化と技術力強化や

原価管理の徹底、安全・品質の確保・向上等、既存事業の収益力強化と、環境

エネルギー分野を始めとした新規事業の拡大に取り組んでまいりましたものの、

受注工事高につきましては、前連結会計年度比5.2％減の499億62百万円となり

ました。なお、主体の設備工事事業における受注工事高の構成比は、空調工事

52.2％、衛生工事22.8％、電気工事25.0％であります。主な受注工事は、名古

屋大学（東山）総合研究棟（理・農学系）新営機械設備工事、三田ベルジュビ

ル給排水衛生設備工事、中央区役所・千葉市美術館空調・熱源設備等改修工事、

女塚共同住宅新築（電気・機械・空調設備）工事、ＮＴＴ都市開発内本町ビル

新築空気調和設備工事であります。

売上高につきましては、前連結会計年度比3.7％増の623億78百万円となりま

した。そのうち設備工事事業における売上高の構成比は、空調工事54.1％、衛

生工事20.5％、電気工事25.4％であります。主な完成工事は、独立行政法人国

立病院機構埼玉病院新築空調・衛生設備工事、アーバンエース北浜アネックス

ビル改装空調・衛生・電気設備工事、ＮＴＴ新保土ヶ谷ビル新築空調・衛生設

備工事、静岡県立遠江総合高等学校新築空調・衛生・電気設備工事、プロロジ

スパーク座間Ⅰ新築空調・衛生設備工事であります。

この結果、次連結会計年度への繰越工事高は、前連結会計年度比17.4％減の

268億64百万円となりました。
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利益につきましては、売上高の増加等により、営業利益は前連結会計年度比

8.4％増の22億８百万円、経常利益は前連結会計年度比19.3％増の37億43百万円

となりました。また、当期純利益は、前連結会計年度比73.5％増の24億40百万

円となりました。

なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。

①　設備工事事業

売上高は536億68百万円（前連結会計年度比7.7％増）、営業利益は18

億12百万円（前連結会計年度比3.1％減）となりました。

②　設備機器販売事業

売上高は67億74百万円（前連結会計年度比18.4％減）、営業利益は３

億６百万円（前連結会計年度比10.3％増）となりました。

③　その他の事業

売上高は19億36百万円（前連結会計年度比3.5％減）、営業利益は41百

万円（前連結会計年度営業損失35百万円）となりました。

　

(2) 部門別の受注工事高、売上高、繰越工事高
　 　 　 　 （単位：百万円）

区　　　分 前期繰越工事高 当期受注工事高 当期売上高 次期繰越工事高

設備
工事
事業

空 調 工 事 16,002 25,052 29,012 12,041

衛 生 工 事 11,436 10,966 11,031 11,371

電 気 工 事 5,068 12,007 13,624 3,451

小　　　計 32,506 48,026 53,668 26,864

設 備 機 器 販 売 事 業 － － 6,774 －

そ の 他 の 事 業 － 1,936 1,936 －

合　　　　計 32,506 49,962 62,378 26,864
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(3) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況の推移

区　　　　　　　分
第　42　期
(平成18年度)

第　43　期
(平成19年度)

第　44　期
(平成20年度)

第45期(当期)
(平成21年度)

受 注 工 事 高 (百万円） 55,991 57,672 52,687 49,962

売 上 高 (百万円） 66,898 61,222 60,159  62,378

経 常 利 益 (百万円） 2,165 2,435 3,139  3,743

当 期 純 利 益 (百万円） 1,355 904 1,406  2,440

１株当たり当期純利益 (円） 37.27 24.86 39.77 73.56

総 資 産 (百万円） 81,033 75,085 71,770  74,631

純 資 産 (百万円） 54,464 52,289 49,267  51,998

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円） 1,462.94 1,412.46 1,435.82  1,544.43

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しており、１株当た

り純資産額は、期末発行済株式総数により算出しております。なお、発行済株式の総

数については自己株式を控除した株式数を用いております。

２．第45期より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27

日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　

平成19年12月27日）を適用し、第45期に着手した工事契約から適用しております。ま

た、平成21年3月31日以前に着手した工事契約のうち、長期大型工事（請負金額１億円

以上、工期12ヶ月超、進捗率30%以上）については工事進行基準を、その他の工事につ

いては工事完成基準を引き続き適用しております。
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②　当社の財産及び損益の状況の推移

区　　　　　　　分
第　42　期
(平成18年度)

第　43　期
(平成19年度)

第　44　期
(平成20年度)

第45期(当期)
(平成21年度)

受 注 工 事 高 (百万円） 53,128 54,690 50,258 47,673

売 上 高 (百万円） 57,072 50,347 49,434 53,308

経 常 利 益 (百万円） 1,411 1,644 2,592 2,428

当 期 純 利 益 (百万円） 849 402 1,020 1,328

１株当たり当期純利益 (円） 23.25 11.01 28.73 39.81

総 資 産 (百万円） 61,211 53,702 51,337 53,160

純 資 産 (百万円） 39,818 37,071 33,714 35,181

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円） 1,088.93 1,022.40 1,004.87 1,066.53

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しており、１株当た

り純資産額は、期末発行済株式総数により算出しております。なお、発行済株式の総

数については自己株式を控除した株式数を用いております。

２．第45期より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27

日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　

平成19年12月27日）を適用し、第45期に着手した工事契約から適用しております。ま

た、平成21年3月31日以前に着手した工事契約のうち、長期大型工事（請負金額１億円

以上、工期12ヶ月超、進捗率30%以上）については工事進行基準を、その他の工事につ

いては工事完成基準を引き続き適用しております。

　

(4) 設備投資の状況

特記すべき事項はありません。

　

(5) 資金調達の状況

特記すべき事項はありません。

　

(6) 主要な借入先（平成22年３月31日現在）

特記すべき事項はありません。
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(7) 企業集団が対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、国内景気は中国を中心とする新興国経済の回

復、米国経済の底入れ等を受け上向き傾向が見られますものの、先行きは公共

投資の減少等もあり当面下振れ懸念が残る状況が続くものと思われます。

建設業界におきましては、民間設備投資の建設分野への波及がすぐには見込

まれないなか、公共投資の大幅な減少も予測されており、総じて非常に厳しい

環境が想定されます。

このような状況のもと、第３次中期経営計画の 終年度である第46期の事業

運営につきましては、今後市場拡大が見込める環境関連ビジネスに 大限注力

するとともに、徹底した提案営業の実施と、企業原価の圧縮を図りステークホ

ルダーの皆様方に成果の還元ができるよう当社グループ総力を挙げて努力いた

します。将来に向けては、その基盤作りのための「成長の牽引力の発掘・育成」

にも積極的に取り組み、社業の発展に邁進する所存であります。

株主の皆様におかれましては、今後ともなにとぞ格別のご理解とご支援を賜

りますようお願い申しあげます。

　

(8) 主要な事業内容（平成22年３月31日現在）

当社グループは、当社、子会社の日比谷通商株式会社、ニッケイ株式会社及

び持分法適用関連会社の日本メックス株式会社、その他１社で構成され、空調

設備、衛生設備、電気設備等の計画、設計、監督並びに施工を行う設備工事事

業と、これら設備工事に係る機器の販売等を行う設備機器販売事業を主な内容

として事業活動を展開しております。

当社グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、

次のとおりであります。

①　設備工事事業

当社は、総合設備工事業を営んでおり、子会社であるニッケイ株式会

社は、設備機器の製造と設備工事の施工を行っております。

また、持分法適用関連会社である日本メックス株式会社は、建物全体

の保守・維持管理と工事の中で設備工事の施工も行っております。

②　設備機器販売事業

子会社である日比谷通商株式会社が設備機器の販売及びメインテナン

スを行っております。
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③　その他の事業

子会社であるニッケイ株式会社が設備機器の製造及び販売を行ってお

ります。

　

(9) 従業員の状況（平成22年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

事業の種類別セグメントの名称 従　業　員　数 (名)

設 備 工 事 事 業 760

設 備 機 器 販 売 事 業 62

そ の 他 の 事 業 75

合 計 897

（注）従業員数は就業人員であります。

　

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数(名) 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

749 5名増 42.2歳 17.5年

（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．従業員数は社員及び常勤顧問、常勤嘱託の員数で、非常勤顧問等９名、臨時雇用者８

名は含まれておりません。

　

(10) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 な 事 業 内 容

日比谷通商株式会社 75百万円 69.00％ 建築設備機器類の販売及びメインテナンス

ニッケイ株式会社 78百万円 48.08％ 建築設備機器類の製造及び販売
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(11) 主要な事業所（平成22年３月31日現在）

①　当社の主要な事業所

本 社 東京都港区芝浦四丁目２番８号

東 京 本 店 東京都港区芝浦三丁目４番１号

支 店 札幌支店（札幌市） 東北支店（仙台市）

　 横浜支店（横浜市） 名古屋支店（名古屋市）

　 北陸支店（金沢市） 大阪支店（大阪市）

　 四国支店（松山市） 広島支店（広島市）

　 九州支店（福岡市） 　

②　子会社の主要な事業所

日比谷通商株式会社 本社：東京都港区

ニ ッ ケ イ 株 式 会 社 本社：東京都品川区

　

(12) その他企業集団の現況に関する重要な事項

当社は、平成22年４月28日開催の取締役会において、富山工営株式会社の

全株式を取得し、完全子会社化することを決議いたしました。
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２．株式の状況（平成22年３月31日現在）

(1) 株式数及び株主数

発行可能株式総数 発行済株式の総数 株　主　数

96,500,000株 34,000,309株 3,137名

 

(2) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 2,267,800株 6.88％

エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ 都 市 開 発 　 株 式 会 社 1,371,000 4.16

日 比 谷 総 合 設 備 取 引 先 持 株 会  1,225,860 3.72

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)  1,132,900 3.44

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（退職給付信託口・株式会社百十四銀行口）

900,000 2.73

株 式 会 社 　 三 井 住 友 銀 行 853,996 2.59

財 団 法 人 　 電 気 通 信 共 済 会 838,648 2.55

第 一 生 命 保 険 　 相 互 会 社 818,000 2.48

株 式 会 社 　 り そ な 銀 行 786,916 2.39

C B N Y  D F A  I N T L  S M A L L
C A P  V A L U E  P O R T F O L I O

645,417 1.96

（注）１．当社は、自己株式1,051,127株を保有しておりますが、上記の大株主からは除いており

ます。

　　　２．持株比率は、自己株式1,051,127株を控除して計算しております。　

３．ブランデス・インベストメント・パートナーズ・エル・ピーは、平成21年10月８日付

で大量保有報告書を提出していますが、平成22年３月31日現在、株式の名義人その他

が確認できないため、上記大株主には含めておりません。

なお、同社の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

大量保有者　ブランデス・インベストメント・パートナーズ・エル・ピー

保有株式数　1,701,500株（発行済株式総数の5.00％）　

４．第一生命保険相互会社は、平成22年４月１日をもって第一生命保険株式会社に組織

　　変更をしております。
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(3) その他株式に関する重要な事項

①　定款授権に基づく取締役会決議による自己株式の取得

普通株式 595,700株

取得価額の総額 478百万円

取得を必要とした理由

　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能にするた

め。

　　②　平成21年６月１日を効力発生日として、１単元の株式数を1,000株から

　　　100株に変更いたしました。

　

３．新株予約権等に関する事項

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の

状況（平成22年３月31日現在）

名 称 第３回新株予約権

発 行 決 議 日  平成21年８月11日

新 株 予 約 権 の 数  364個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式 36,400株

（新株予約権１個につき 100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引き換えに払い込みは要しない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり  100円

（１株当たり 1円）

権 利 行 使 期 間
平成21年10月２日から
平成51年10月１日まで

行 使 の 条 件 （注）

取 締 役 の 保 有 状 況
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数： 364個

目的となる株式数： 36,400株

保有者数： 9人

（注）新株予約権者は、平成21年10月２日から平成51年10月１日までの期間内において、当社の

　　　取締役、執行役員等の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新

　　　株予約権を行使することができるものとする。
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(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

等の状況　

名 称 第３回新株予約権

発 行 決 議 日  平成21年８月11日

新 株 予 約 権 の 数  221個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式 22,100株

（新株予約権１個につき 100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引き換えに払い込みは要しない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 100円

（１株当たり 1円）

権 利 行 使 期 間
平成21年10月２日から
平成51年10月１日まで

行 使 の 条 件 （注）

当 社 執 行 役 員 へ の 交 付 状 況
（ 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数： 221個

目的となる株式数： 22,100株

保有者数： 13人

（注）新株予約権者は、平成21年10月２日から平成51年10月１日までの期間内において、当社の

　　　取締役、執行役員等の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新

　　　株予約権を行使することができるものとする。

　

　(3) その他の新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成22年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 木 村 信 也 社長執行役員 　

　
　
代表取締役副社長
　

　
宇 垣 義 昭
　

副社長執行役員
　
　

企画部、総務部、財務部、ＩＲ・広
報室、考査室、ＣＳＲ推進室、業務
ソリューション部　統括

取 締 役 野 村 春 紀 専務執行役員 営業統括担当

取 締 役 久保田　敏　也
常務執行役員
　

大阪支店長
西日本事業推進本部長

取 締 役 篠 田 易 男 常務執行役員 新規事業推進部長

取 締 役 福 木 盛 男

常務執行役員 東京本店長
東京本店ＮＴＴ本部長
技術研究所担当
安全品質推進担当

取 締 役 加 藤 　 敏 常務執行役員 名古屋支店長

取 締 役 上 村 安 而
常務執行役員 東京本店副本店長

東京本店都市設備本部長
工事統括担当

取 締 役 野 呂 秀 夫 執行役員 工事統括部長　

取 締 役 鎭 西 俊 一
石田・鎭西法律事務所　弁護士
住石ホールディングス株式会社社外監査役

取 締 役 楠 美 憲 章
中小企業・地域シェアドサービス株式会社
代表取締役社長　　　　　　　　　　　　　　　

常 勤 監 査 役 安 田 　 健 　

監 査 役 松 本 充 弘 　

監 査 役 佐 藤 　 誠 　

監 査 役 小　塚　埜武壽
有限会社事業承継コンサルタント代表取締役
御苑会計事務所筆頭代表パートナー

（注）１．取締役鎭西俊一氏、楠美憲章氏はいずれも会社法第２条第15号に定める社外取締役で

あります。

２．監査役安田　健氏、同佐藤　誠氏、同小塚埜武壽氏はいずれも会社法第２条第16号に

定める社外監査役であります。

３．監査役安田　健氏は金融機関における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。

４．監査役小塚埜武壽氏は公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有するものであります。

５．取締役鎭西俊一氏、楠美憲章氏及び監査役安田　健氏、小塚埜武壽氏につきましては、

東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。　

６．平成22年４月１日付で取締役の担当を次のとおり変更しております。

氏 名 新 役 職 及 び 担 当 旧 役 職 及 び 担 当

篠 田 易 男
新規事業推進部長
環境ソリューション部担当

新規事業推進部長
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(2) 事業年度中に退任した取締役及び監査役

氏 名 退 任 日 退 任 事 由 退任時の地位・担当及び重要な兼職の状況

岩 田 英 昭 平成21年６月26日 任 期 満 了 社外取締役

　

(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

12名
(3名)

228百万円
(5百万円)

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

3名
(2名)

20百万円
(18百万円)

合 計 15名 249百万円

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第41回定時株主総会において年額

　　　　　220百万円以内（執行役員兼務取締役の執行役員分の給与を含む。）と決議いただい

          ており、その枠に対応した支給額は198百万円（取締役９名に対する当事業年度にお

          ける役員賞与支給予定額31百万円を含む。）であります。

　　　２．平成21年６月26日開催の第44回定時株主総会において、上記１．とは別枠で株式報酬

型ストックオプションのための報酬等の限度額として、年額40百万円以内と決議いた

ただいており、その枠に対応した支給額は取締役９名に対し24百万円であります。

３．監査役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第41回定時株主総会において年額

　　36百万円以内と決議いただいております。

４．報酬等の額には、以下のものも含まれております。

　　当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額

取締役　　　９名　 ５百万円（うち社外取締役　１名　０百万円）

監査役　　　３名　 ０百万円（うち社外監査役　２名　０百万円）　

５．当事業年度末現在の人員は、取締役11名、監査役４名でありますが、うち社外監査役

　　１名は無報酬であり、上記人員には含まれておりません。

６．上記には、当事業年度中に退任した取締役１名（うち社外取締役１名）が含まれてお

ります。

７．上記のほか、平成21年６月26日開催の第44回定時株主総会決議に基づき、役員退職慰

労金を以下のとおり支給しております。

退任取締役　１名　 ０百万円（うち社外取締役　１名　０百万円）
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８．また、上記のほか、平成21年６月26日開催の第44回定時株主総会において、役員退職

慰労金の打ち切り支給を決議しており、当事業年度末における今後の打ち切り支給予

定額は、以下のとおりであります。なお、支給時期は各役員の退任時としております。

取締役　　　９名　 92百万円（うち社外取締役　１名　０百万円）

監査役　　　３名　 ４百万円（うち社外監査役　２名　３百万円）

　

(4) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況、社外役員等として

の重要な兼任の状況及び当社と当該法人等との関係

区 分 氏 名 重要な兼職の状況 当 社 と の 関 係

社外取締役 鎭 西 俊 一

石田・鎭西法律事務所
弁護士

特別の関係はありませ
ん。

住石ホールディングス株式
会社社外監査役　

特別の関係はありませ
ん。

社外取締役 楠 美 憲 章
中小企業・地域シェアドサ
ービス株式会社代表取締役
社長

特別の関係はありませ
ん。

社外監査役 小　塚　埜武壽

有限会社事業承継コンサル
タント代表取締役

特別の関係はありませ
ん。

御苑会計事務所筆頭代表

パートナー
特別の関係はありませ
ん。

　

②　当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社 外 取 締 役 鎭 西 俊 一

当事業年度中に開催の取締役会12回のうち、
12回に出席しており、弁護士としての専門
的な見地から適宜有益な意見を述べており
ます。

社 外 取 締 役 楠 美 憲 章
取締役就任以降に開催の取締役会10回のう
ち、９回に出席しており、当社の経営に対
し、適宜有益な意見を述べております。

社 外 監 査 役 安 田 　 健

当事業年度中に開催の取締役会12回のうち
12回、監査役会13回のうち13回に出席して
おり、常勤監査役として適宜質問を行い、
意見を述べております。

社 外 監 査 役 佐 藤 　 誠

当事業年度中に開催の取締役会12回のうち
12回、監査役会13回のうち13回に出席して
おり、他企業の経営経験者としての見地か
ら適宜質問を行い、意見を述べております。

社 外 監 査 役 小 　 塚 　 埜 武 壽

当事業年度中に開催の取締役会12回のうち
12回、監査役会13回のうち13回に出席して
おり、公認会計士としての見地から適宜質
問を行い、意見を述べております。
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５．会計監査人の状況

(1) 名称 あずさ監査法人

　

(2) 報酬等の額

　 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 45百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

45百万円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

　

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定方針

取締役会は、当社都合の場合の他、会計監査人の職務の執行に支障がある場

合等、その必要があると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は、

下記に掲げる監査役会の請求に基づいて会計監査人の解任又は不再任を株主総

会の会議の目的とすることといたします。

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、取締役会に、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会

議の目的とすることを請求します。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該

当すると認められる場合は、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査

人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に

招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制
当社の業務の適正を確保するための体制について取締役会で決議した内容は

次のとおりであります。

(1) 取締役・使用人等の職務執行が法令・定款に適合することを確保するため

の体制

①　コンプライアンス体制にかかる規定を制定し、役員及び従業員が法令・

定款及び当社の行動指針を遵守した行動をとるための行動規範を定める。

また、その徹底を図るため、総務部においてコンプライアンスの取り組み

を横断的に統括することとし、同部を中心に役員及び従業員に教育を行う。

考査室は総務部と連携のうえ、コンプライアンスの状況を監査する。これ

らの活動は定期的に取締役会及び監査役会に報告されるものとする。法令

上疑義ある行為について役員及び従業員等が直接情報提供を行う手段とし

て「日比谷ホットライン」を活用する。

②　反社会的勢力からの不当な要求に対しては組織として毅然と対応し、一

切の関係を遮断する。

　

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

文書規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書に記録し、保存する。

取締役及び監査役は常時、これらの文書を閲覧できるものとする。

　

(3) 損失の危険の管理に関する規定その他の体制

当社は、取引先との契約時におけるリスク回避のための「受注審査基準」、

投資案件を審議する「投資等事前審議会」、資金運用を安全に実施するための

「資金運用基準」、職場のセクハラ・パワハラ防止のための「ヘルプライン」、

その他「インサイダー取引規程」等を設けリスク対策を講じている。今後は、

これら施策を充実するとともに、コンプライアンス、環境、災害、品質及び情

報セキュリティ等に係るリスクについては、それぞれの担当部署にて規則等を

制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとする。当社内の横

断的リスク状況の監視及び全社的対応は総務部及び考査室が行うものとする。

新たに生じたリスクについては取締役会において速やかに対応責任者となる取

締役を定める。

　

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務の執行の効率化を図る。

①　業務執行の合理化と責任の所在を明らかにするため、コーポレートガバ

ナンスの理念に基づく取締役会規程、組織規程、職務権限規程を定める。

②　執行役員を構成員とする経営会議の設置

③　取締役会による中期経営計画の策定、中期経営計画に基づく年度事業計

画の策定と、ＩＴを活用した月次・四半期業績管理の実施

④　経営会議及び取締役会による月次業績の検討と改善策の実施
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(5) 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体

制

①　各子会社の内部統制を担当する部署を企画部及び財務部とし、他の内部

統制主管部と連携し各子会社における内部統制の実効性を高める施策を実

施すると共に必要な各子会社への指導・支援を実施する。

②　当社取締役、本・支店長及び各子会社の社長は各部門の業務執行の適正

を確保する内部統制の確立と運用の権限と責任を有する。

③　当社の考査室は、当社及び各子会社の内部監査を実施し、その結果を企

画部及び財務部の担当取締役及び監査役に報告し、企画部及び財務部は必

要に応じて、内部統制の改善策の指導、実施の支援・助言を行う。

　

(6) 監査役がその補助すべき使用人等を置くことを求めた場合における当該使

用人等に関する体制並びにその使用人等の取締役からの独立性に関する事

項

監査役は、考査室所属の従業員に監査業務に必要な事項を命令することがで

きるものとし、監査役より監査業務に必要な命令を受けた従業員はその命令に

関して、取締役、考査室長の指揮命令を受けないものとする。

　

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告

に関する体制

①　取締役、執行役員及び従業員は、監査役に対して、会社経営及び事業運

営上の重要事項並びに業務執行の状況及び結果について報告するものとす

る。重要事項にはコンプライアンスに関する事項、リスクに関する事項、

その他内部統制に関する事項及び「日比谷ホットライン」による通報の状

況を含むこととする。

②　取締役は、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与える恐れのある

事実を発見した場合は速やかに監査役会に報告することとする。

③　監査役は経営会議に出席することとする。

　

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役会と代表取締役との間の定期的な意見交換会を設定する。

②　取締役は、監査役の職務遂行にあたり、監査役が必要と認めた場合に、

弁護士、公認会計士等の外部専門家との連携を図れる環境を整備する。



2010/06/02 11:22:15 ／ 09633213_日比谷総合設備株式会社_招集通知

会社の支配に関する基本方針

－ 18 －

７．会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関す

る基本方針については、特に定めておりません。

　


（注）　本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成22年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

有 価 証 券

未 成 工 事 支 出 金 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

保 険 積 立 金

匿 名 組 合 出 資 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

　

38,817

11,650

23,941

1,050

1,213

751

246

△36

35,814

658

275

155

19

208

608

7

600

34,547

26,625

34

369

2,943

2,924

1,803

△152

（負 債 の 部） 　

流 動 負 債 21,924

支払手形・工事未払金等 16,995

短 期 借 入 金 780

リ ー ス 債 務 8

未 払 法 人 税 等 1,060

未 成 工 事 受 入 金 703

賞 与 引 当 金 1,042

完成工事補償引当金 37

工 事 損 失 引 当 金 350

そ の 他 945

固 定 負 債 709

リ ー ス 債 務 19

繰 延 税 金 負 債 77

退 職 給 付 引 当 金 438

役員退職慰労引当金 39

そ の 他 134

負 債 合 計 22,633

（純 資 産 の 部） 　

株 主 資 本 48,854

資 本 金 5,753

資 本 剰 余 金 5,931

利 益 剰 余 金 38,022

自 己 株 式 △854

評価・換算差額等 1,739

その他有価証券評価差額金 1,739

新 株 予 約 権 40

少 数 株 主 持 分 1,364

純 資 産 合 計 51,998

資 産 合 計 74,631 負 債 純 資 産 合 計 74,631
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連 結 損 益 計 算 書

(自　平成21年４月１日)至　平成22年３月31日
（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 　 62,378

売 上 原 価 　 53,384

売 上 総 利 益 　 8,994

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 6,786

営 業 利 益 　 2,208

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 131 　

受 取 配 当 金 138 　

有 価 証 券 売 却 益 5 　

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 1,058 　

そ の 他 236 1,570

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 15 　

そ の 他 18 34

経 常 利 益 　 3,743

特 別 利 益 　 　

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 13 13

特 別 損 失 　 　

減 損 損 失 35 　

投 資 有 価 証 券 評 価 損 93 　

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 17 146

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　 3,610

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,090 　

法 人 税 等 調 整 額 46 1,137

少 数 株 主 利 益 　 32

当 期 純 利 益 　 2,440
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連結株主資本等変動計算書

(自　平成21年４月１日)至　平成22年３月31日
（単位：百万円）

　 　 　 　　

　 株主資本 　 　　

　 資本金 　 　　

　 前期末残高 　 5,753　

　 当期末残高 　 5,753　

　 資本剰余金 　 　　

　 前期末残高 　 5,931　

　 当期末残高 　 5,931　

　 利益剰余金 　 　　

　 前期末残高 　 36,201　

　 当期変動額 　 　　

　 剰余金の配当 　 △619　

　 当期純利益 　 2,440　

　 自己株式の処分 　 △0　

　 当期変動額合計 　 1,821　

　 当期末残高 　 38,022　

　 自己株式 　 　　

　 前期末残高 　 △368　

　 当期変動額 　 　　

　 自己株式の取得 　 △485　

　 自己株式の処分 　 0　

　 当期変動額合計 　 △485　

　 当期末残高 　 △854　

　 株主資本合計 　 　　

　 前期末残高 　 47,518　

　 当期変動額 　 　　

　 剰余金の配当 　 △619　

　 当期純利益 　 2,440　

　 自己株式の取得 　 △485　

　 自己株式の処分 　 0　

　 当期変動額合計 　 1,335　

　 当期末残高 　 48,854　
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（単位：百万円）

　 　 　 　　

　 評価・換算差額等 　 　　

　 その他有価証券評価差額金 　 　　

　 前期末残高 　 436　

　 当期変動額 　 　　

　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 1,302　

　 当期変動額合計 　 1,302　

　 当期末残高 　 1,739　

　 評価・換算差額等合計 　 　　

　 前期末残高 　 436　

　 当期変動額 　 　　

　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 1,302　

　 当期変動額合計 　 1,302　

　 当期末残高 　 1,739　

　 新株予約権 　 　　

　 前期末残高 　 －　

　 当期変動額 　 　　

　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 40　

　 当期変動額合計 　 40　

　 当期末残高 　 40　

　 少数株主持分 　 　　

　 前期末残高 　 1,312　

　 当期変動額 　 　　

　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 52　

　 当期変動額合計 　 52　

　 当期末残高 　 1,364　

　 純資産合計 　 　　

　 前期末残高 　 49,267　

　 当期変動額 　 　　

　 剰余金の配当 　 △619　

　 当期純利益 　 2,440　

　 自己株式の取得 　 △485　

　 自己株式の処分 　 0　

　 株式資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 1,395　

　 当期変動額合計 　 2,731　

　 当期末残高 　 51,998　
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連結注記表

継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

　

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項

　すべての子会社（２社）を連結しております。

連結子会社名 日比谷通商株式会社

　 ニッケイ株式会社

２．持分法の適用に関する事項

　関連会社（２社）に関する投資について、持分法を適用しております。

　持分法適用の関連会社名、並びに持分法非適用の関連会社名は次の通りであります。

持分法適用の関連会社名 日本メックス株式会社

　 合同会社NU-5を営業者とする匿名組合

持分法非適用の関連会社名 岐阜大学総合研究棟ＳＰＣ株式会社

　 三条ユニバーシティーハウス株式会社

　 イー・エス遠州の森株式会社

　上記の持分法非適用の関連会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

　持分法適用関連会社に係る負ののれん相当額については、３年間の定額法により償却を行っ

ております。

　なお、当連結会計年度の償却額は331百万円、当連結会計年度末における未償却残高は663百

万円であります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの ……………… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法

により算定）によっております。

時価のないもの ……………… 総平均法による原価法によっております。

②　たな卸資産

未成工事支出金等 …………… 未成工事支出金の評価は個別法による原価法によって

おります。また、連結子会社の棚卸資産は個別法によ

る原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に

よっております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

………………… 定率法によっております。

　 なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

………………… 定額法によっております。

　 なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。ただし、自社利用の

ソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

………………… リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算

定する方法によっております。

　 なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金 ……………………… 売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 ……………………… 従業員賞与の支給に備えて、支給見込額基準相当額を

計上しております。

③　完成工事補償引当金 …………… 完成工事に対する瑕疵担保補償の費用に備えるため、

過去の実績を基礎に将来の見込を加味して計上してお

ります。

④　工事損失引当金 ………………… 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計

年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、

その金額を合理的に見積もることができる工事につい

て、損失見込額を計上しております。
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⑤　退職給付引当金 ………………… 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産に基づき、当連結会

計年度末において発生していると認められる額を計上

しております。

　 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生した連

結会計年度から費用処理することとしております。

　 (会計方針の変更)

　 　当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正（その３）」(企業会計基準第19号　平成20

年7月31日)を適用しております。

　なお、これによる営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益に与える影響はありません。　

⑥　役員退職慰労引当金 …………… 連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上方法

売上高及び売上原価の計上基準 …… 売上高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、

その他の工事については工事完成基準を適用しており

ます。

　 (会計方針の変更)

　 　当連結会計年度より、「工事契約に関する会計基準」

(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び「工事

契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第18号　平成19年12月27日)を適用し、当連結会計

年度に着手した工事契約から適用しております。

　また、平成21年3月31日以前に着手した工事契約のう

ち、長期大型工事（請負金額１億円以上、工期12ヶ月

超、進捗率30%以上の工事）については工事進行基準を、

その他の工事については工事完成基準を引き続き適用

しております。

　これにより、従来の方法によった場合と比べ、売上

高は2,698百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益がそれぞれ312百万円増加しており

ます。　

(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 ………………… 税抜方式によっております。
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５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価は部分時価評価法によっております。

６．会計方針の変更

（金融商品に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３

月10日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号

平成20年３月10日）を適用しております。

　なお、これによる連結計算書類に与える影響は軽微であります。

７．追加情報　

（役員退職慰労金制度の廃止）　

　当社は平成21年6月26日開催の定時株主総会及び取締役会において、役員退職慰労金制度及

び執行役員の退職慰労金制度を廃止するとともに、新たに株式報酬型ストックオプション制

度を導入いたしました。

　これに伴い、過年度の役員退職慰労引当金及び執行役員の退職給付引当金は、固定負債の

「その他」に含めて表示しております。

　

連結貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,767百万円

２．関連会社に対するもの

投資有価証券（株式） 13,467百万円

匿名組合出資金 1,924百万円

　

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
前連結会計年度末
株  式  数  ( 株 )

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株  式  数  ( 株 )

普 通 株 式 34,000,309 － － 34,000,309

　

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
前連結会計年度末
株  式  数  ( 株 )

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株  式  数  ( 株 )

普 通 株 式 601,429 640,481 95 1,241,815

（注）１　増加は、自己株式の取得による増加634,626株、単元未満株式の買取による増加5,855

株であります。

２　減少は、単元未満株式の買増請求による売渡しによるものであります。
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３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成21年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 369 11.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日

平成21年11月10日
取 締 役 会

普通株式 250 7.50 平成21年９月30日 平成21年12月９日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

平成22年６月29日開催予定の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成22年６月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 560 17.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日

　

４．新株予約権等に関する事項

区 分 内 訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株)
当連結会計
年度末残高
(百万円)

前連結会計
年 度 末

当連結会計
年 度 増 加

当連結会計
年 度 減 少

当連結会計
年 度 末

提出会社

ストック・
オプション
と し て の
新株予約権

－ － － － － 40
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループでは、手元流動性より運転資金及び新たな事業投資、政策投資資金を控除し

た余裕資金の範囲内で資金運用を行っております。

　デリバティブ取引は積極的に投機目的で行うものではなく、十分なシミュレーションを行

ったうえリスク管理が可能な範囲においての金融資産の効率運用に限り利用する場合があり

ます。

　また、連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越

契約を締結し資金調達を行っております。

　(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に関するリスク

　当社グループの保有する営業債権（受取手形・完成工事未収入金等）は、債務者の財務状

態が悪化することによって債権の回収ができない状態になる信用リスクにさらされておりま

す。

　当社グループでは、主として事業上の政策投資を目的とした、有価証券、投資有価証券及

びその他投資等を保有しております。これらの有価証券等は信用リスクに加え、金利・為替・

市場価格等の変化により損失を被る市場リスクにさらされております。

　また、連結子会社の借入金は、将来の金利上昇により利息負担が増加する金利リスクにさ

らされております。　

　(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスクの管理

　当社は、営業債権については営業管理規程に従い、取引の開始に当たっては取引先の信用

情報を入手分析すること、信用状況に応じて受注審査協議の決裁を得ること等により受注段

階における信用リスクの管理を行うとともに、取引先の状況を定期的にモニタリングし、財

政状態等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社について

も、当社の営業管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

　有価証券及び投資有価証券等のうち、債券については格付けの高い債券のみを保有対象と

しているため、信用リスクは僅少であります。　

②市場リスクの管理

　有価証券及び投資有価証券等は、安全性を基本とした資金運用基準に従い、財務部で格付

け及び利回り、リスク内容等を検討したうえ、決裁権限者による承認を得るとともに、月次

にて取引実績、時価情報等を報告しております。また、四半期毎に運用実績及びリスクの状

況等を経営会議に報告するものとしております。

　なお、期限の定めのある債券以外のものについては、取引先との関係を勘案して、保有状

況を継続的に見直しております。　
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含んでおりませ

ん（(注)２.を参照ください。）。　

　 　
連結貸借対照表

計上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1)現金及び預金 11,650 11,650 －

(2)受取手形・完成工事未収入金等 23,941 23,941 －

(3)有価証券及び投資有価証券 12,684 12,684 －

(4)長期預金 800 818 18

　資産計 49,075 49,094 18

(1)支払手形・工事未払金等 16,995 16,995 －

(2)短期借入金 780 780 －

　負債計 17,775 17,775 －

　

（注）１　金融資産の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形・完成工事未収入金等　　　　　

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額に近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。　

(3)有価証券及び投資有価証券　　　　　

　これらの時価は、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は

取引金融機関等から提示された価格によっております。

(4)長期預金　

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規預入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。　

負　債

(1)支払手形・工事未払金等、(2)短期借入金　　　　

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額に近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。
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２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　

　区分 　連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式　 14,991

匿名組合出資金　 　2,924

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

　

３　金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定　

　 　
１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

 現金及び預金 11,650 － － －

 受取手形及び完成工事未収入金等 23,941 － － －

 有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

　
その他有価証券のうち満期

があるもの
　 　 　 　

　 (1)国債・地方債等 － － － －

　 (2)社債 － 500 － －

　 (3)その他 1,050 3,576 300 －

 匿名組合出資金 － 2,924 － －

 長期預金 － 800 － －

合計 36,642 7,801 300 －

　

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,544円43銭

１株当たり当期純利益 73円56銭
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重要な後発事象に関する注記

　当社は、平成22年４月28日開催の取締役会において、富山工営株式会社の全株式を取得し、完

全子会社化することを決議いたしました。その概要は次のとおりであります。

　

１．株式の取得の理由

　わが国の経済は、依然として企業業績が厳しい状況であり、その影響から民間設備投資や雇

用情勢等は引き続き厳しい状況で推移いたしました。建設業界におきましては、景気低迷で冷

え込んだ民間の建設需要に改善の兆しが見えず、公共工事の削減傾向も一段と強まってまいり

ました。

　当社は、こうした環境下において、第三次中期経営計画の実現を含めて成長戦略を実践して

いくためには、新たな技術・分野にチャレンジして、トータルエンジニアリング力の向上を目

指すことが不可欠と考えております。

　富山工営株式会社（注）は設立以来30年以上に亘り、富山化学工業株式会社の100％子会社と

して、富山化学工業株式会社をはじめ富山県内の医薬品、食品メーカーの生産設備等の企画・

設計・施工及び保守管理を手掛け、優れた技術力が評価され県内に確固たる基盤を築いており

ます。

　富山県内医薬品メーカーの設備投資額は、平成15年の73億円から、20年には221億円と大きく

増加している上、今後とも設備投資意欲は旺盛であると言われております。この度、富山工営

株式会社を子会社化することで、今後も市場の拡大が見込まれる富山県を地盤として、当社の

全国ネットワークを生かし、全国の製薬分野や食品分野に事業領域を拡大するともに、企画・

設計業務の更なる強化と廃水処理事業等、今後期待される環境分野への進出を図ります。

　

（注）富山化学工業株式会社は平成22年2月1日旧富山工営株式会社を含む子会社3社を統合し株

式会社トミカを設立。平成22年4月6日に新設した富山工営株式会社が、平成22年6月30日

付けで分割承継会社として株式会社トミカより旧富山工営事業を譲り受ける予定。
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２．異動する子会社（富山工営株式会社）の概要

（１） 名 称 富山工営株式会社

（２） 所 在 地 富山県富山市久方町3番18号

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役　　栂野　守夫

（４） 事 業 内 容
医薬品製造設備・製剤生産設備・食品生産設備・環境設

備等の設計・施工・保守管理

（５） 資 本 金 20百万円

（６） 設 立 年 月 日 2010年（平成22年）4月6日

（７） 大株主及び持株比率 株式会社トミカ 100％

（８）
当 社 と 当 該 会 社

と の 間 の 関 係

資 本 関 係

当社と当該会社との間には、資本関係は

ありません。また、当社の関係者及び関

係会社と当該会社の関係者及び関係会社

の間には、資本関係はありません。

人 的 関 係

当社と当該会社との間には、人的関係は

ありません。また、当社の関係者及び関

係会社と当該会社の関係者及び関係会社

の間には、人的関係はありません。

取 引 関 係

当社と当該会社との間には、取引関係は

ありません。また、当社の関係者及び関

係会社と当該会社の関係者及び関係会社

の間には、取引関係はありません。
　
３．株式取得の相手先の概要

氏名 住所 当社との関係

株式会社トミカ 富山県富山市 該当事項はありません。
　
４．取得株式数及び取得前後の所有株式の状況

（１） 異動前の所有株式数 0株　　　　（所有割合：0％）

（２） 取 得 株 式 数 4,000株

（３） 異動後の所有株式数 4,000株　（所有割合：100.0％）

　
５．日　程

（１） 取 締 役 会 決 議 平成22年4月28日

（２） 株 式 取 得 期 日 平成22年6月30日

　

　

その他の注記

　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成22年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

完 成 工 事 未 収 入 金

有 価 証 券

未 成 工 事 支 出 金

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

保 険 積 立 金

匿 名 組 合 出 資 金

長 期 預 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

　

31,339

8,345

309

19,955

1,050

841

672

68

118

△22

21,820

615

262

2

175

155

19

597

569

7

19

20,607

12,633

313

33

616

109

316

2,930

2,924

800

54

△124

（負 債 の 部） 　

流 動 負 債 17,594

支 払 手 形 1,115

工 事 未 払 金 12,751

リ ー ス 債 務 8

未 払 法 人 税 等 926

未 成 工 事 受 入 金 703

賞 与 引 当 金 900

完成工事補償引当金 37

工 事 損 失 引 当 金 350

そ の 他 798

固 定 負 債 384

リ ー ス 債 務 19

退 職 給 付 引 当 金 230

そ の 他 134

負 債 合 計 17,978

（純 資 産 の 部） 　

株 主 資 本 33,566

資 本 金 5,753

資 本 剰 余 金 5,931

資 本 準 備 金 5,931

利 益 剰 余 金 22,722

利 益 準 備 金 1,270

そ の 他 利 益 剰 余 金 21,452

土 地 圧 縮 積 立 金 1

配 当 準 備 積 立 金 320

別 途 積 立 金 18,370

繰 越 利 益 剰 余 金 2,760

自 己 株 式 △841

評価・換算差額等 1,574

その他有価証券評価差額金 1,574

新 株 予 約 権 40

純 資 産 合 計 35,181

資 産 合 計 53,160 負 債 純 資 産 合 計 53,160
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損　益　計　算　書

(自　平成21年４月１日)至　平成22年３月31日
（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 　 53,308

売 上 原 価 　 46,216

売 上 総 利 益 　 7,092

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 5,291

営 業 利 益 　 1,800

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 126 　

受 取 配 当 金 154 　

有 価 証 券 売 却 益 5 　

そ の 他 363 649

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 3 　

そ の 他 18 21

経 常 利 益 　 2,428

特 別 損 失 　 　

減 損 損 失 35 　

投 資 有 価 証 券 評 価 損 93 　

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 17 146

税 引 前 当 期 純 利 益 　 2,281

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 929 　

法 人 税 等 調 整 額 24 953

当 期 純 利 益 　 1,328
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株主資本等変動計算書

(自　平成21年４月１日)至　平成22年３月31日
（単位：百万円）

　 　 　 　　
　 株主資本 　 　　
　 資本金 　 　　
　 前期末残高 　 5,753　
　 当期末残高 　 5,753　
　 資本剰余金 　 　　
　 資本準備金 　 　　
　 前期末残高 　 5,931　
　 当期末残高 　 5,931　
　 資本剰余金合計 　 　　
　 前期末残高 　 5,931　
　 当期末残高 　 5,931　
　 利益剰余金 　 　　
　 利益準備金 　 　　
　 前期末残高 　 1,270　
　 当期末残高 　 1,270　
　 その他利益剰余金 　 　　
　 土地圧縮積立金 　 　　
　 前期末残高 　 1　
　 当期末残高 　 1　
　 配当準備積立金 　 　　
　 前期末残高 　 320　
　 当期末残高 　 320　
　 別途積立金 　 　　
　 前期末残高 　 21,370　
　 当期変動額 　 　　
　 別途積立金の取崩 　 △3,000　
　 当期変動額合計 　 △3,000　
　 当期末残高 　 18,370　
　 繰越利益剰余金 　 　　
　 前期末残高 　 △948　
　 当期変動額 　 　　
　 剰余金の配当 　 △619　
　 当期純利益　 　 1,328　
　 別途積立金の取崩 　 3,000　
　 自己株式の処分 　 △0　
　 当期変動額合計 　 3,708　
　 当期末残高 　 2,760　
　 利益剰余金合計 　 　　
　 前期末残高 　 22,013　
　 当期変動額 　 　　
　 剰余金の配当 　 △619　
　 当期純利益 　 1,328　
　 自己株式の処分 　 △0　
　 当期変動額合計 　 708　
　 当期末残高 　 22,722　
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（単位：百万円）

　 　 　 　　
　 自己株式 　 　　
　 前期末残高 　 △358　
　 当期変動額 　 　　
　 自己株式の取得 　 △483　
　 自己株式の処分 　 0　
　 当期変動額合計 　 △483　
　 当期末残高 　 △841　
　 株主資本合計 　 　　
　 前期末残高 　 33,340　
　 当期変動額 　 　　
　 剰余金の配当 　 △619　
　 当期純利益 　 1,328　
　 自己株式の取得 　 △483　
　 自己株式の処分 　 0　
　 当期変動額合計 　 225　
　 当期末残高 　 33,566　
　 評価・換算差額等 　 　　
　 その他有価証券評価差額金 　 　　
　 前期末残高 　 373　
　 当期変動額 　 　　
　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 1,201　
　 当期変動額合計 　 1,201　
　 当期末残高 　 1,574　
　 評価・換算差額等合計 　 　　
　 前期末残高 　 373　
　 当期変動額 　 　　
　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 1,201　
　 当期変動額合計 　 1,201　
　 当期末残高 　 1,574　
　 新株予約権 　 　　
　 前期末残高 　 －　
　 当期変動額 　 　　
　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 40　
　 当期変動額合計 　 40　
　 当期末残高 　 40　
　 純資産合計 　 　　
　 前期末残高 　 33,714　
　 当期変動額 　 　　
　 剰余金の配当 　 △619　
　 当期純利益 　 1,328　
　 自己株式の取得 　 △483　
　 自己株式の処分 　 0　
　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 1,241　
　 当期変動額合計 　 1,467　
　 当期末残高 　 35,181　
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個別注記表

継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

　

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式 … 総平均法による原価法によっております。

②　その他有価証券

時価のあるもの ……………… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっており

ます。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は総平均法により算定）

時価のないもの ……………… 総平均法による原価法によっております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金 …………………… 個別法による原価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

…………………… 定率法によっております。

　 なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

…………………… 定額法によっております。

　 なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。ただし、自社利用の

ソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…………………… リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算

定する方法によっております。

　 なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 ………………………… 売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 ………………………… 従業員賞与の支給に備えて、支給見込額基準相当額を

計上しております。

(3) 完成工事補償引当金 ……………… 完成工事に対する瑕疵担保補償の費用に備えるため、

過去の実績を基礎に将来の見込を加味して計上してお

ります。
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(4) 工事損失引当金 …………………… 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度

末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その

金額を合理的に見積もることができる工事について、

損失見込額を計上しております。

(5) 退職給付引当金 …………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産に基づき、当事業年度末

において発生していると認められる額を計上しており

ます。

　 数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生した期より費用

処理することとしております。

　 (会計方針の変更)

　 　当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の

一部改正(その３)」(企業会計基準第19号 平成20年7月

31日)を適用しております。

　なお、これによる営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益に与える影響はありません。　

４．収益及び費用の計上基準

売上高及び売上原価の計上基準……… 売上高の計上は、当事業年度末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その

他の工事については工事完成基準を適用しております。

　 (会計方針の変更)

　 　当事業年度より、「工事契約に関する会計基準」（企

業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契

約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第18号　平成19年12月27日）を適用し、当事業年

度に着手した工事契約から適用しております。

　また、平成21年3月31日以前に着手した工事契約のう

ち、長期大型工事（請負金額１億円以上、工期12ヶ月

超、進捗率30%以上の工事）については工事進行基準を、

その他の工事については工事完成基準を引き続き適用

しております。

　これにより、従来の方法によった場合と比べ、売上

高は2,698百万円増加し、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益がそれぞれ312百万円増加しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 ……………… 税抜方式によっております。
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６．会計方針の変更

（金融商品に関する会計基準）

　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10

日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平

成20年３月10日）を適用しております。

　なお、これによる計算書類に与える影響は軽微であります。　

７．追加情報

（役員退職慰労金制度の廃止）　

　当社は平成21年6月26日開催の定時株主総会及び取締役会において、役員退職慰労金制度及

び執行役員の退職慰労金制度を廃止するとともに、新たに株式報酬型ストックオプション制

度を導入いたしました。

　これに伴い、過年度の役員退職慰労引当金及び執行役員の退職給付引当金は、固定負債の

「その他」に含めて表示しております。

　

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,302百万円

２．関係会社に対する金銭債権、債務

短期金銭債権 15百万円

短期金銭債務 1,236百万円

長期金銭債権 1,955百万円

　

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 122百万円

仕入高 4,579百万円

その他の営業取引高 81百万円

営業取引以外の取引高 158百万円

　

株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
前 事 業 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度増加
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度減少
株 式 数 （ 株 ）

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

普 通 株 式 449,667 601,555 95 1,051,127

（注）１　増加は、自己株式の取得による増加595,700株、単元未満株式の買取による増加5,855

株であります。

２　減少は、単元未満株式の買増請求による売渡しによるものであります。
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税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産 百万円

　 有価証券評価損 569 　

　 未払事業税等 89 　

　 賞与引当金 366 　

　 退職給付引当金 939 　

　 預託金評価損 28 　

　 その他有価証券評価差額金 54 　

　 その他 441 　

　 繰延税金資産小計 2,489 　

　 評価性引当額 △384 　

　 繰延税金資産合計 2,104 　

　 繰延税金負債 　 　

　 その他有価証券評価差額金 △1,049 　

　 その他 △66 　

　 繰延税金負債合計 △1,116 　

　 繰延税金資産の純額 988 　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の

内訳

　 　 ％

　 法定実効税率 40.7

　 （調整） 　

　 永久に損金に算入されない項目 2.2

　 永久に益金に算入されない項目 △1.5

　 住民税均等割等 1.9

　 評価性引当額 2.6

　 特別税額控除 △0.4

　 その他 △3.7

　 税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.8
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リースにより使用する固定資産に関する注記

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額

　 車両運搬具 16百万円

　 備品 66百万円

　 合計 82百万円

減価償却累計額相当額

　 車両運搬具 14百万円

　 備品 46百万円

　 合計 60百万円

期末残高相当額

　 車両運搬具 1百万円

　 備品 20百万円

　 合計 22百万円

２．未経過リース料期末残高相当額

　 １年内 14百万円

　 １年超 9百万円

　 合計 24百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 24百万円

減価償却費相当額 20百万円

支払利息相当額 2百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。
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関連当事者との取引に関する注記

　

子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称
資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子会社
日 比 谷 通 商
株 式 会 社

(資本金)
75

設備機器
販売事業

直接69.0

設備機器
等の仕入
役員の兼
任　１人

設備機器
の仕入等

3,937 工事未払金 1,095

子会社
ニ ッ ケ イ
株 式 会 社

(資本金)
78

設備工事
事業その
他の事業

直接48.1

設備機器
等の仕入
及び設備
工事の発
注等

設備工事
の 受 注

2
完成工事
未収入金

0

建 物 の
賃 貸

19 － －

設備機器
の仕入等

406 工事未払金 92

関連会社 日本メックス株式会社
(資本金)

120
設備工事
事 業

直接48.6

設備工事
の発注等
役員の兼
任　１人

設備工事
の 受 注

120
完成工事
未収入金

14

設備工事
の発注等

316 工事未払金 49

関連会社
合同会社NU-5を
営業者とする匿
名組合

(資本金)
1

不 動 産 の
取得、保有
及び処分等
の 事 業

直接16.3
匿名組合
の組合員

匿名組合
契約に基
づく損益
分配金等

195
匿名組合
出 資 金

1,924

（注）１　取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般取引先と同様であります。　

２　取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

（匿名組合出資金を除く）

　

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,066円53銭

１株当たり当期純利益 39円81銭
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重要な後発事象に関する注記

　当社は、平成22年４月28日開催の取締役会において、富山工営株式会社の全株式を取得し、完

全子会社化することを決議いたしました。その概要は次のとおりであります。

　

１．株式の取得の理由

　わが国の経済は、依然として企業業績が厳しい状況であり、その影響から民間設備投資や雇

用情勢等は引き続き厳しい状況で推移いたしました。建設業界におきましては、景気低迷で冷

え込んだ民間の建設需要に改善の兆しが見えず、公共工事の削減傾向も一段と強まってまいり

ました。

　当社は、こうした環境下において、第三次中期経営計画の実現を含めて成長戦略を実践して

いくためには、新たな技術・分野にチャレンジして、トータルエンジニアリング力の向上を目

指すことが不可欠と考えております。

　富山工営株式会社（注）は設立以来30年以上に亘り、富山化学工業株式会社の100％子会社と

して、富山化学工業株式会社をはじめ富山県内の医薬品、食品メーカーの生産設備等の企画・

設計・施工及び保守管理を手掛け、優れた技術力が評価され県内に確固たる基盤を築いており

ます。

　富山県内医薬品メーカーの設備投資額は、平成15年の73億円から、20年には221億円と大きく

増加している上、今後とも設備投資意欲は旺盛であると言われております。この度、富山工営

株式会社を子会社化することで、今後も市場の拡大が見込まれる富山県を地盤として、当社の

全国ネットワークを生かし、全国の製薬分野や食品分野に事業領域を拡大するともに、企画・

設計業務の更なる強化と廃水処理事業等、今後期待される環境分野への進出を図ります。

　

（注）富山化学工業株式会社は平成22年2月1日旧富山工営株式会社を含む子会社3社を統合し株

式会社トミカを設立。平成22年4月6日に新設した富山工営株式会社が、平成22年6月30日

付けで分割承継会社として株式会社トミカより旧富山工営事業を譲り受ける予定。
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２．異動する子会社（富山工営株式会社）の概要

（１） 名 称 富山工営株式会社

（２） 所 在 地 富山県富山市久方町3番18号

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役　　栂野　守夫

（４） 事 業 内 容
医薬品製造設備・製剤生産設備・食品生産設備・環境設

備等の設計・施工・保守管理

（５） 資 本 金 20百万円

（６） 設 立 年 月 日 2010年（平成22年）4月6日

（７） 大株主及び持株比率 株式会社トミカ 100％

（８）
当 社 と 当 該 会 社

と の 間 の 関 係

資 本 関 係

当社と当該会社との間には、資本関係は

ありません。また、当社の関係者及び関

係会社と当該会社の関係者及び関係会社

の間には、資本関係はありません。

人 的 関 係

当社と当該会社との間には、人的関係は

ありません。また、当社の関係者及び関

係会社と当該会社の関係者及び関係会社

の間には、人的関係はありません。

取 引 関 係

当社と当該会社との間には、取引関係は

ありません。また、当社の関係者及び関

係会社と当該会社の関係者及び関係会社

の間には、取引関係はありません。
　
３．株式取得の相手先の概要

氏名 住所 当社との関係

株式会社トミカ 富山県富山市 該当事項はありません。
　
４．取得株式数及び取得前後の所有株式の状況

（１） 異動前の所有株式数 0株　　　　（所有割合：0％）

（２） 取 得 株 式 数 4,000株

（３） 異動後の所有株式数 4,000株　（所有割合：100.0％）

　
５．日　程

（１） 取 締 役 会 決 議 平成22年4月28日

（２） 株 式 取 得 期 日 平成22年6月30日

　

　

その他の注記

　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。　
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成22年５月11日　

　日比谷総合設備株式会社 　

　 取締役会　御中 　

　 あ ず さ 監 査 法 人 　

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 佐 藤 孝 夫 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 野 島 　 透 
　

　　

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日比谷総合設備株式

会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結計

算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する

意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の

表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、日比谷総合設備株式会社及び連結子

会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　連結注記表の連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する

注記４(4)収益及び費用の計上方法に記載されているとおり、会社は当連結

会計年度より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」を適用している。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。　

以　上
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会計監査人の監査報告書　謄本

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成22年５月11日　

　日比谷総合設備株式会社 　

　 取締役会　御中 　

　 あ ず さ 監 査 法 人 　

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 佐 藤 孝 夫 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 野 島 　 透 
　

　　

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日比谷総合設

備株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第45期事業年度

の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及

び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及

びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属

明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

追記情報

　個別注記表の重要な会計方針に係る事項に関する注記４．収益及び費用の

計上基準に記載されているとおり、会社は当事業年度より「工事契約に関す

る会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

　

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

　 監　査　報　告　書 　

　　当監査役会は、平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第45期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、考査室その他の使用人等と意思疎通を図り、

情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要

な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及

び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施

行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議

の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の

状況を監視及び検証いたしました。子会社については、子会社の取締役及

び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事

業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報

告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いた

しました。
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　２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行に

ついても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

　

　 平成22年５月13日 　

　 日比谷総合設備株式会社　監査役会 　

　

常勤監査役(社外監査役) 安 田 　 健 

監査役 松 本 充 弘 

監査役(社外監査役) 佐 藤 　 誠 

監査役(社外監査役) 小　塚　埜武壽 

　

以　上
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株主総会参考書類
　

 

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の 重要課題として位置付

け、長期にわたり安定的な経営基盤の確保に努めるとともに、業績に見合

った成果の配分を積極的に行うことを基本方針としております。

この方針のもと、期末配当につきましては、以下のとおりといたしたい

と存じます。

(1) 配当財産の種類

　金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金17円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は560,136,094円となります。

　また、当社は中間配当金として１株につき７円50銭をお支払いしてお

　りますので、当期の年間配当金は１株につき24円50銭となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　平成22年６月30日といたしたいと存じます。



2010/06/02 11:22:15 ／ 09633213_日比谷総合設備株式会社_招集通知

取締役選任議案

－ 50 －

第２号議案　取締役10名選任の件

取締役全員（11名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、

取締役10名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。　

候補者

番　号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

１
野 村 春 紀

(昭和25年１月６日生)

昭和48年４月　日本電信電話公社入社

平成４年７月　日本電信電話㈱電力・建築・ビ

ル管理本部首都圏センタ営業部

長

平成12年７月　㈱エヌ・ティ・ティ　ファシリ

ティーズ都市・建築設計本部副

本部長

平成14年６月　同社取締役営業本部副本部長兼

建築事業本部副本部長

平成17年６月　同社常務取締役建築事業本部長

平成21年６月　当社取締役専務執行役員　　

現在に至る

5,174株

２
篠 田 易 男

(昭和24年10月２日生)

昭和47年４月　㈱住友銀行(現㈱三井住友銀行)

入行

平成８年10月　同行マドリード支店長兼バルセ

ロナ支店長

平成11年５月　同行麹町法人部長

平成13年４月　当社入社、営業本部副本部長

平成13年６月　当社取締役営業本部副本部長

平成13年８月　当社取締役東京本店営業本部副

本部長

平成17年７月　当社取締役東京本店都市設備本

部副本部長

平成18年６月　当社取締役常務執行役員都市設

備本部副本部長

平成19年６月　当社取締役常務執行役員企画部

長

平成21年４月　当社取締役常務執行役員企画部

長兼新規事業推進部長

平成21年６月　当社取締役常務執行役員新規事

業推進部長

              現在に至る

12,504株
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候補者

番　号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

３
福 木 盛 男

(昭和24年11月24日生)

昭和51年４月　日本電信電話公社入社

平成５年７月　日本電信電話㈱関西支社設備企

画部不動産企画室長

平成11年１月　㈱エヌ・ティ・ティ　ファシリ

ティーズ建築事業本部都市・建

築設計事業部設備設計部長

平成15年６月　同社建築事業本部都市・建築設

計事業部設備エンジニアリング

部長

平成16年４月　当社入社、特別参与東京本店営

業本部副本部長

平成16年６月　当社取締役東京本店営業本部副

本部長

平成17年７月　当社取締役東京本店ＮＴＴ本部

長

平成18年６月　当社取締役執行役員東京本店副

本店長兼ＮＴＴ本部長

平成20年６月　当社取締役常務執行役員東京本

店長兼ＮＴＴ本部長

 現在に至る

10,186株

４
上 村 安 而

(昭和21年８月19日生)

昭和44年４月　当社入社

平成６年７月　当社工事本部第３工事部長

平成11年７月　当社九州支店工事部長

平成15年７月　当社東京本店設計・技術本部長

平成17年７月　当社東京本店都市設備本部営業

部門長

平成18年６月　当社執行役員東京本店都市設備

本部企画部門長

平成19年６月　当社取締役執行役員東京本店統

括部長

平成20年６月　当社取締役執行役員東京本店副

本店長兼都市設備本部長

平成21年６月　当社取締役常務執行役員東京本

店副本店長兼都市設備本部長

現在に至る

13,478株
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取締役選任議案

－ 52 －

候補者

番　号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

５
野 呂 秀 夫

(昭和24年６月30日生)

昭和49年４月　当社入社

平成10年７月　当社工事本部第１工事部長

平成13年８月　当社東京本店工事本部第１工事

部長

平成15年７月　当社東京本店工事本部副本部長

平成17年４月　当社東京本店営業本部副本部長

平成17年７月　当社東京本店都市設備本部副本

部長

平成18年６月　当社執行役員広島支店長

平成20年６月　当社取締役執行役員工事統括部

長兼東京本店統括部長

平成20年11月　当社取締役執行役員工事統括部

長

現在に至る

13,528株

６
蒲 池 哲 也

(昭和30年11月21日生)

昭和53年４月　当社入社

平成13年６月　当社統括本部経理部長

平成14年12月　当社財務部長

平成18年６月　当社執行役員財務部長

平成20年６月　当社執行役員財務部長兼業務ソ

リューション部長　

平成21年６月　当社執行役員企画部長兼業務ソ

リューション部長

現在に至る

7,193株

７
豊 田 　 茂

(昭和30年９月27日生)

昭和53年４月　日本電信電話公社入社

平成６年７月　日本電信電話㈱東海支社経営企

画部長

平成11年７月　同社第四部門担当部長

平成16年７月　東日本電信電話㈱財務部長

平成19年６月　同社取締役神奈川支店長 

現在に至る

（平成22年６月18日退任予定）

4,000株
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取締役選任議案

－ 53 －

候補者

番　号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

８
齋 藤 健 治

(昭和27年３月４日生)

昭和49年４月　日本電信電話公社入社

平成５年11月　日本電信電話㈱パケット通信事

業本部首都圏営業部長

平成11年７月　西日本電信電話㈱静岡支店浜松

営業支店長

平成12年４月　同社富山支店長　

平成14年５月　㈱エヌ・ティ・ティ　マーケテ

ィングアクト北陸代表取締役社

長

平成18年７月　エヌ・ティ・ティ北陸電話帳㈱

代表取締役社長

平成22年４月　エヌ・ティ・ティ東海北陸電話

帳㈱代表取締役副社長

現在に至る

（平成22年６月28日退任予定）

2,000株

９
鎭 西 俊 一

(昭和21年11月14日生)

昭和58年４月　弁護士登録、紀尾井町法律事務

所入所

平成９年９月　仙谷・石田法律事務所（現石

田・鎭西法律事務所）入所

現在に至る

平成18年６月　当社社外取締役

 現在に至る

平成21年６月　住石ホールディングス㈱社外監

査役

現在に至る

（重要な兼職の状況）

石田・鎭西法律事務所弁護士　

住石ホールディングス㈱社外監

査役　

0株
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取締役選任議案

－ 54 －

候補者

番　号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

10
楠 美 憲 章

(昭和15年２月１日生)

昭和38年４月　日産自動車㈱入社

平成３年６月　同社取締役

平成７年６月　同社常務取締役

平成10年６月　同社代表取締役副社長

平成12年７月　日産不動産㈱代表取締役社長

平成14年６月　日産車体㈱監査役

平成14年６月　カルソニックカンセイ㈱監査役

平成17年７月　中小企業・地域シェアドサービ

　　　　　　　ス㈱代表取締役社長　

　　　　　　　現在に至る

平成21年６月　当社社外取締役

現在に至る

（重要な兼職の状況）

中小企業・地域シェアドサービ

ス㈱代表取締役社長

0株

（注）１．鎭西俊一、楠美憲章の両氏は、社外取締役の候補者であります。　

２．社外取締役候補者の選任理由

候補者鎭西俊一氏につきましては、法律に精通した弁護士としての専門的な知識・経

験等を当社の経営に活かしていただきたいため、社外取締役として選任をお願いする

ものであります。なお、同氏は会社経営の経験はありませんが、上記の理由により、

社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断いたしました。　

候補者楠美憲章氏につきましては、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当社の

経営に活かしていただきたいため、社外取締役として選任をお願いするものでありま

す。

３．社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数

候補者鎭西俊一氏の当社社外取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって

４年であります。

候補者楠美憲章氏の当社社外取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって

１年であります。

４．社外取締役候補者鎭西俊一、楠美憲章の両氏につきましては、東京証券取引所に対し

　　独立役員として届け出ております。　　　

５．所有する当社の株式の数には、役員持株会名義で所有する持分株式数を含んでおりま

　　す。



2010/06/02 11:22:15 ／ 09633213_日比谷総合設備株式会社_招集通知

監査役選任議案

－ 55 －

第３号議案　監査役１名選任の件

本総会終結の時をもって監査役松本充弘氏は辞任いたしますので、監査役

１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、監査役候補者池田政弘氏は、監査役松本充弘氏の補欠として選任さ

れることになりますので、その任期は当社定款の定めにより、退任される同

監査役の任期の満了すべき時までとなります。

　また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。　

監査役候補者は次のとおりであります。　

氏 名

（生年月日）
略歴、地位及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

池 田 政 弘

(昭和19年11月７日生)

昭和43年４月　当社入社

平成15年６月　当社取締役安全・品質管理推進

室長兼東京本店設計・技術本部

長

平成16年４月　当社取締役工事支援室長

平成16年10月　当社取締役東京本店工事本部副

本部長

平成17年７月　当社取締役企画部長

平成18年６月　当社取締役執行役員企画部長

平成19年６月　日比谷通商㈱代表取締役社長

　　　　　　　現在に至る

　　　　　　　（平成22年６月25日退任予定）

8,000株

　
                                                                  以　上
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地図

至
大
門
駅

至
浜
松
町
駅

港区
スポーツ
センター

東京工業大学
附属科学技術高等学校

港芝浦郵便局

新芝橋
入口

至
品
川
駅

至
泉
岳
寺
駅

札の辻交差点

三田警察署

本社

森永ビル田町センタービル

国道
15号
線 田町駅

三田駅

株主総会会場ご案内図

都営
浅草
線

モ
ノ
レ
ー
ル

グランパーク
プラザ４Ｆホール

　

　 場 所 東京都港区芝浦三丁目４番１号

　 　 グランパーク　プラザ４Ｆホール

　 　 03（5441）2163

　　 　

　 交 通 （ＪＲ）

　 　 田町駅芝浦口から徒歩５分

　 　 （地下鉄）

　 　 都営浅草線・三田線三田駅Ａ４出口から徒歩７分




